
耐震化の流れ

解体する 除却
解体工事を行います

耐震改修する
補強設計

耐震改修のための
設計を行います

耐震改修
設計した内容で
改修を行います

❷
耐震性が
不足して
いる場合

お問い合わせ／防災課（TEL：0422-60-1821）

地震発生時、屋内の家具などが転倒、移動または落下することで、
負傷や避難通路の妨げなどの大きな被害につながります。市民の安全を図るため、
新たな事業として、家具転倒防止金具などを購入した全世帯へ補助金を支給します。

地震発生時、家の中は安全ですか？

家具転倒防止対策を支援します

家具による被害規模はどのくらい？

　近年の地震被害では、負傷者のおよそ３～５割
の方々が屋内における家具類の転倒、落下によっ
て負傷しています。また、高層階に行くほど、多
くの被害が発生している傾向にあります。まずは
自分の身を守る備えが重要です。

「家具転倒防止金具など」ってどんなもの？

　家具や家電製品を対象とした器具の一例です。ほか
にも多様な器具があります。
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対象者

補助内容

上限

申請方法

注意

武蔵野市内に住所を有し、現に居住する方がいる世帯

令和6年4月1日以降に購入した家具転倒防止金具など
の購入費用　※取り付け費用、送料、手数料などは対象外

1万円　※1世帯当たり1回のみ補助

窓口（防災課・各市政センター）、郵送または電子申請

・申請書などは6月下旬ごろに各窓口に配置します。
・�申請には「商品名の記載がされている領収書の原本（レシート可）」ま
たは「商品名の記載がされていない領収書の原本（レシート可）＋購入
した商品が分かるもの（カタログなど）」が必要です。必ず保管してお
くようお願いします。

家具転倒防止金具等購入費補助事業市補助金制度

市ホームページ

東京消防庁
ホームページ

住宅・建築
物の耐震化
について

＊東京消防庁「家具類の転倒・落下・移動防止対策ハンドブック」より一部引用

L型金具
家具固定に
効果大！

窓や食器棚
などに

賃貸住宅にも
オススメ！

ポール式
（つっぱり棒式）

ガラス飛散
防止フィルム

熊本地震［高層マンション］（2016年） 40.0%

44.6%
40.7%

36.0%
41.2%

36.3%
49.4%

熊本地震［一般住宅］（2016年）
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岩手・宮城内陸地震（2008年）

新潟県中越沖地震（2007年）

能登半島地震（2007年）

福岡県西方沖地震（2005年）

新潟県中越地震（2004年）

十勝沖地震（2003年）

宮城県北部地震（2003年）

29.4%

29.2%

市では住宅の耐震化を検討する際の相談窓口の設置や耐震アドバイザーの派遣、
費用の助成を行い、建物所有者の耐震化の取り組みを支援しています。

住宅の耐震化を支援します

まずは自宅の耐震診断を！

9 お問い合わせ／住宅対策課（TEL：0422-60-1976）

耐震アドバイザー派遣制度

�■�木造住宅は自己負担５万円で耐震
診断を行うことができます
・旧耐震基準の木造住宅
　安心パック（耐震診断+補強計画）
・新耐震基準の木造住宅
　耐震診断

■�市が派遣する専門家が、住宅の耐
震化に関する相談対応や簡易診断
を無料で実施します

新耐震基準

旧耐震基準

旧耐震基準

昭和53
（1978）年

宮城県沖地震

＊�昭和56年5月31日
以前に着工

旧耐震基準の
住宅・マンション

耐震化の支援を
受けられます！

＊�昭和56年6月1日以降、�
平成12年5月31日以前に着工

＊旧耐震基準のみ

新耐震基準の木造住宅
（２階建て以下）

阪神淡路大震災

昭和56
（1981）年

平成7
（1995）年

平成12
（2000）年

建
築
基
準
法
改
正 2000年基準

建
築
基
準
法

改
正

非木造住宅

木造住宅

新耐震基準

■�補強設計、耐震改修の費用
の一部を助成します

■�自己負担５万円で�
耐震診断が受けられます

今年度から拡充！

自宅の建築時期は？

区分
耐震診断 補強設計 耐震改修 除却

助成
率 限度額 助成

率 限度額

木造住宅

2/3

9万円 9万円
1/2

100万円 50万円

非木造
住宅 50万円 50万円 150万円 75万円

分譲マン
ション 200万円 200万円 1/3 1億6733万円

（5万200円/m2）
8333万円

（2万5000円/m2）

耐震化助成制度（以下の表は制度の一部です）

0102

7月1日から申請受付開始

＊�

自宅の耐震性を専門家
に診断してもらいます

❶ 耐震診断




